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政務調査費に関わる情報開示訴訟
は じ め に
政務調査費は現行地方自治法 (以下 ｢地自法｣ という｡) 100条14項に基
づいて, 普通自治体の議会の会派又は議員に支給される ｢調査研究に資す
るための必要な経費｣ である｡ 支給の対象, 額及び支給方法については,
条例で定めなければならない (同条15項)｡ 公金が支給されているから,
その使途が ｢調査研究費のための必要経費｣ であるかが住民訴訟で争われ
ている｡ すなわち, 地自法242条の２第１項４号でもって, 使途基準違反
を行った議員または会派に対して損害賠償請求または不当利得返還請求を
するよう市長に求めているのである｡ しかし, 使途基準違反を住民が争う
には, 政務調査費をいかなる経費に使用したかを示す情報・文書に住民は
アクセスできなければならない｡
本稿は, 拙稿
(１)
において不充分にしか検討しなかった政務調査費にかかる
情報の開示をめぐる訴訟について検討を加えるものである｡
最近, その入手をめぐって, 二つの最高裁判訴判決が下された｡ １つは,
最１小判平21年12月17日判時2068号28頁であって, 住民監査請求に係る監
査に際して, 監査委員が会派から任意に提出された政務調査費に係る情報
を品川区情報公開・個人情報保護条例に基づいて, 請求したものである
(この事案を, 以下 ｢品川区事案｣ という)｡ 他の１つは, 最２小判平22年
４月12日判時2078号３頁であって, 住民訴訟手続過程において, 原告名古
屋市住民が裁判所に対して民訴法220条に基づき文書提出命令を求めるも
のである (この事案を, 以下 ｢名古屋市事案｣ という｡)
現在多くの地方自治体は, 情報公開条例の実施機関として議会を規定し
ている
(２)
が, これらの文書は, 情報公開条例に基づいて, 開示を求めること
ができる首長の下になく, 政務調査費を交付された会派, 又は, 収支報告
書を提出する議長の下にある｡ 議長の手元にある情報を, 議会イコール議
長でもって請求できるかは明らかでない｡ まして, 会派に存在する領収書
類は, 議会, その代表者である議長に求めたとしても, 開示されることは
(桃山法学 第18号 ’11)42
ないからである
(３)
｡ この点を, １で過去の諸判決を紹介することにより検証
する｡ そして２で, 両事案に関わる限度で, 政務調査費の交付について概
略する｡ 品川区事案については３で, 名古屋市事案については４で政務調
査費に係る情報の開示請求に係る問題点に検討を加えたい｡
１ 両決定前における政務調査費情報の開示請求訴訟
１ 調査研究費助成期における非公開決定取消訴訟
調査研究費助成期
(４)
において, 後述判決＝, , ＝の事案では,
第１に, 情報公開請求を首長に住民はしているが, 情報公開条例において
議会が実施機関でなかったので, 情報公開請求は返却されているが, その
返却を非公開処分ととらえて審理している点が共通している｡ 第２に, 公
文書の要件は, ｢実施機関の職員が職務上作成し, 又は取得した文書, 図
画又は写真 (略)｣ であって, ｢決裁又は供覧の手続が終了し, 実施機関が
保有しているもの｣ で共通している｡ ＝は, 実施機関に議会が条例上
規定されている事案であるが, 第二の公文書の要件は, からと同様で
ある｡
議会が実施機関に含まれていない条例の下, 県議会各会派に対する県政
調査費交付事務に関する一切の資料の開示を, 県知事に求めた事案につき,
被告は, 当該文書を管理していないから不存在であるとして請求を否定し
た処分の取消訴訟において,  仙台地判平10年４月14日判時1645号55頁
は, 県議会各会派に対する県政調査費交付事務に関して作成される文書と
しては, ①各会派の代表者が作成し議会事務局に提出する県政調査費交付
申請書, 会派所属議員名簿及び経理責任者の届出書, ②総務課職員が作成
し事務局長が決裁する交付施行伺い, ③県政調査費の交付決定である支出
負担行為決議書, ④各会派代表者からの請求書, ⑤事務局長 (総務課長の
専決) が作成し決裁する支出命令決議書, ⑥議会事務局総務課に返還され,
そこで保管される支出伺い文書, 交付申請書及び請求書, ⑦所属議員が減
少した場合に議会事務局総務課長が作成する返納通知書, ⑧会派代表者が
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作成して事務局総務課に提出し保管される収支決算書があると認めたうえ
で, 県情報公開条例は, ｢公文書の要件として, 実施機関の職員が職務上
作成, 取得していることに加え, 実施機関において管理している文書であ
ることを要求｣ しているから, 開示請求文書は, 議会の ｢各担当部署が作
成取得し, 右機関において, 庶務規定及び文書取扱規程に基づき保管, 保
存している文書であることは明らかである｣ として, 議会は実施機関でな
いことから被告主張の通り, 公文書の不存在を認定した｡
それに対して,  仙台高判平12年３月17日判例自治204号10頁は, 
の原告敗訴部分を取り消して, 県政調査費に係る文書については, 知事
｢部局の職員が作成, 取得した文書｣ であって, その文書の決裁・供覧及
び管理についても議会職員がその作成, 取得と一連の手続きとしてこれら
の事務を行っている以上, 知事部局の職員としての職務を担当・遂行して
いるのであって, 議会職員が補助執行文書をして作成, 取得する文書につ
き, 例外的に開示の対象範囲からはずすべき積極的な合理性があるとも考
えられないとして, 公文書性を認め, 非開示決定を取り消した｡ しかし,
研究調査としていかなる費用に支出したかが判る文書は特定されていない
から, 支出の妥当性等を判断できる情報が開示されたわけではない｡
同じく, 議会が情報公開条例上実施機関になっていない場合に, 知事に
対して, ６・７年度の議員の政務調査費交付金の公費支出に関する一切の
資料の情報公開を求めたのに対して, 議会は実施機関でないから, 受理せ
ずに返却するという書面を非開示決定と解して, その取消を求めた事案に
おいて,  津地判平11年２月18日判タ1011号140頁は, 開示請求書を返
還する措置を非開示決定と解した上で, ｢実施機関において管理している
文書｣ とは, ｢現実に実施機関において当該機関の文書管理規定等によっ
て管理しているもの｣ と解して, 請求文書は議会事務局課長が保管してい
るから, 管理権限について公文書でないとして請求を棄却した｡
 山口地判平12年11月28日判タ1106号104頁の事案は, 県知事に対し
て県政調査交付金に関する資料 (①交付申請書又はこれに類する文書, ②
支出に関する支出金調書又は交付金額の分かる文書, ③実施報告書又はこ
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れに類する文書, ④費用の使途に関する領収書又はこれに類する文書) の
公開を求めたところ, 議会が実施機関でないとして, 請求は却下されたの
で取消訴訟を求めたものである｡ 判決は, 本件却下処分を非開示処分と解
して, 上記①を交付申請書, ②を支出負担行為・支出票, ③を収支決算書,
④を領収書を解した上で, ①と③は議会の会派が作成し, 被告の併任吏員
が取得したものであり, ④は被告職員が作成又は取得したものでないので,
①から③を, 被告職員は保有しているかを検討している｡ そして, ｢保有｣
とは, ｢文書を支配するための法的権限を有すること｣ と解した上で, 保
有する主体を被告・県であり, 出納長がこれら文書を保管する
(５)
, と解して,
それらにつき公開請求を認めた｡ それに対して,  広島高判平14年９月
13日判タ1118号112頁は, 控訴を認容して請求を棄却した｡ その理由は,
県議会議員若しくは同事務局職員が職務上作成し, かつ, 取得した文書等,
又はこれらの者が管理している文書等は, 情報公開の対象となる文書に当
たらないとした上で, ①から③は, 県事務局総務課で保管されているもの
であるから, ｢県議会が保有する文書であり, 控訴人・県が保有する文書
でない｣ と解している｡
議会が実施機関でない場合, 議会事務局が保有している文書の ｢公文書｣
該当性が争われることになる｡ 調査研究費の場合, 議会が実施機関とされ
てこなかった議員活動の自律性・機密性等から, ｢公文書｣ 性は否定され
てきた｡ 政務調査費でなくて, 県議会議員及びその職員の食糧費等の執行
に係る支出負担行為決議書兼支出命令書等の文書の開示請求に対する不受
理決定処分取消訴訟の事案において, 最２小判平13年12月14日民集55巻７
号1567頁は, 県の予算執行事務権限が長に属することを以て, 請求された
文書がすべて開示されるべき文書とは断定できないとして原審に差し戻し
た
(６)
｡ 最高裁判所は, 政務調査費のように, 執行機関の統制機関である議会
の調査研究に関わる情報でないが, 議会に関わる情報ということもあって
一律公開することに配慮したものと思われる｡ この点は, 一貫した最高裁
判所の態度である｡
平成10年度の政務調査研究費に係る①出納簿及び領収書, ②交付申請書,
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交付決定通知書, 支出伺及び実績報告書を, 実施機関である議会の代表者
の議長に情報公開請求したところ, ①については, 公文書としての不存在
を理由に ｢諾否の決定ができない旨｣ の通知処分が, ②については, ｢執
行伺票・支出命令票｣ の添付書類である ｢集合執行内訳票・支出命令内訳
票｣ 中 ｢会派の取引機関名, 口座番号, 口座名義人｣ の情報等が非公開決
定された｡ そこで, これら処分の取消を求めた事案において,  横浜地
判平13年３月７日判例自治221号21頁は, ①の文書は, 議長は, 作成・取
得・管理していないとして実施機関の却下処分の適法性を認め, ②の非開
示部分中, 預金口座等の情報の開示を認めたが,  東京高判平13年９月
26日 LEX /DB28071451は, 預金口座等の情報は, 会派に不利益を与える
としての被告敗訴部分を取り消して, 原告の請求を棄却した｡ すなわち,
生じる不利益につき, ｢会派は, 議会活動を行うために, 議会外において
も, 調査活動, 県政報告, 研修などの政務調査活動を行い, こうした活動
に伴って対外的な支払い関係が生ずるものであることが認められ, 必ずし
も会派の活動が議会内部に限定されているものと断ずることはできず悪用
の危険がないものとはいえない｣ と述べているように, 会派の政務調査活
動に伴う特徴を根拠に不利益を判断している｡
２ 政務調査費法定以後における非公開決定取消訴訟
政務調査費法定後, 原告は, 埼玉県議会議長に対し ｢平成15年度に係る
埼玉県県政調査費の交付に関する規程７条１項の収支報告書並びに同８条
の会計帳簿及び関係書類一切の情報｣ について情報公開を請求したところ,
上記会計帳簿及び関係書類等一切の情報に係る文書は存在しないと議長は
通知した｡ その通知の処分性が争われたが,  さいたま地判平17年11月
16日 (裁判所のウェブサイト・LEX /DB25420721) は, 通知の処分性を認
めた上で, ｢会派の県政調査経理管理者が保管する本件文書を議長が保管
するものと同視｣ できないとして, 本件不存在通知の適法性を認めたが,
審査会に諮ることなく異議申立てを却下決定したことは違法であるとして,
その決定を取り消した｡
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判決は, 収支報告書の議長への提出は義務づけられているが, 会計帳
簿及び証拠書類等の提出は義務づけられていないし, 議長は会派に対して
会計帳簿及び証拠書類等の提出を求める権限を有せず, 議長には, 収支報
告書を受け取った際の調査権限はあるが, 調査事実も伺えないからそれに
関する資料も議長にはない, と判示する｡
そして, 更に会派については, ｢会派は, 県議会の議員によって構成さ
れる任意の団体であり, 県議会の議事運営等のために活動することは公知
の事実であり, 会派は県議会の機関ではなく県議会の機関に準ずる組織で
もない｡ 会派と県議会の関係は, 県議会の議事運営を適切かつ効率的に行
うためのものであって, これをもって県議会と会派が一体であるかとか,
会派が県議会の一部若しくは下部組織又は機関であると認めることもでき
ない｣ と解している｡
の事案が示すように, 地方分権推進委員会の第二次勧告後, 情報公開
法が制定された (平成11年５月, 13年４月１日施行) こともあって, 実施
機関に議会を含む条例改正が行われた結果, 政務調査費にかかる文書の公
開請求も議会を被告に行われることとなった｡ しかし, この判決が示すよ
うに, 情報公開条例に基づいて, 実施機関である議会を相手に, 政務調査
費の使途に関わる情報を入手することは, それが会派の下にあるというこ
ともあって, 困難でもある
(７)
｡
そこで, 品川区事案は, 政務調査費について監査を行った監査委員に対
して, それにかかる情報の開示を求め, 名古屋市事案では住民訴訟を提起
後, 政務調査費に係る情報を文書提出命令によって求めたものである｡ た
だし, 文書提出命令事案としては, これより前に, 最１小決平17年11月10
日民条59巻９号2053頁がある (以下 ｢仙台市決定｣ という｡)｡
そこで, 両事案に関わる政務調査費の条例等が規定する交付手続きにつ
いて略述する
(８)
｡
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２ 政務調査費交付の概略
１ 政務調査費交付に係る諸規定
両事案は, 政務調査費が法定されて以後の事案である｡ 政務調査費につ
いては, 品川区の場合は, 議会における政務調査費の交付に関する条例
(平成13年３月30日条例５号｡ 以下 ｢品川区交付条例｣ という｡), 品川区
長制定の ｢品川区議会における政務調査費の交付に関する条例施行規則｣
(平成13年３月30日規則16号｡ 以下 ｢品川区交付規則｣ という｡), 及び議
長の定める ｢品川区議会における政務調査費の交付に関する規程｣ (平成
13年４月１日議会議長訓令１号｡ 以下 ｢品川区交付規程｣ という｡) があ
る｡ 名古屋市の場合は, 名古屋市会政務調査費の交付に関する条例 (平成
13年３月６日条例１号｡ 以下 ｢名古屋市交付条例｣ という｡), 名古屋市長
の制定する ｢名古屋市会政務調査費の交付に関する規則 (平成13年３月22
日規則11号｡ 以下 ｢名古屋市交付規則｣ という｡), 及び名古屋市会政務調
査費の使途基準及び収支報告書等の閲覧に関する規程｣ (平成13年３月22
日市会達１号｡ 以下 ｢名古屋市使途基準等規程｣ という｡) がある｡
２ 交付方法
両条例によれば, 政務調査費は会派に対して交付される (品川区交付条
例１条・名古屋市条例１条)｡ 会派につき, 地自法は何らの定義も行って
いないが, 品川区交付条例２条は, 議長に結成を届出た会派に対して行う,
と規定する｡ 通常, 会派とは, 主義主張を同じくする議員が同士的集合体
を結成し, 政治活動をともにするものといわれている｡ 会派は団体として
の意思決定を行う組織を備え, 構成員の変動にかかわらず存続し, 固有の
財産を所有し, その管理方法も定まっている権利能力なき社団として位置
づけられ, 民事訴訟法上の当事者能力を持つ｡ また, 品川区の場合, 一人
会派は認められない (品川区交付条例２条) が, 名古屋市の場合は認めら
れている (名古屋市交付条例２条)｡
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政務調査費の会派への交付は, 会派の代表者が, 毎年度首長に申請書を
提出して行う (品川区交付規則２条, 名古屋市交付規則２条)｡ 首長は上
記の申請を受けて, 月額に会派数を乗じた額を, 年度分の額と決定し, 交
付決定通知書によりその旨を通知する (品川区交付条例３条と品川区交付
規則５条・名古屋市交付規則４条)｡ 名古屋市は毎月交付される (名古屋
市交付条例２条) が, 品川区は４半期ごとの交付であり, その都度代表者
が請求する (品川区交付条例５条) と規定されている｡
政務調査費はあらかじめ使途に関する実施計画を提出させ, その成果を
直接的, 具体的, 数量的に評価して支給することは, 政治活動の自由等の
見地から困難であるから, 概算して交付される｡ 交付方法について, 地自
法は条例に委ねているうえ, 支出方法としてこれらの方法が認められる
(地自法232条の５) とともに, その実質は補助金であるから, 概算払の要
件を規定する地自令162条に牴触しない｡ 概算払いであるから, 精算が必
要となる｡ 交付条例は, 解散を含めて構成議員の減員, あるいは, 残余金
があれば首長は返還を命じることができる旨を規定している (品川区交付
条例９条, 名古屋市交付条例７条)｡
政務調査費を公金支出の対象として, 監査請求をする場合には, その起
算点が問題となる｡ ところが, 交付条例が制定される以前に, 住民訴訟の
４号請求は改正されているので, 首長は使途基準に違反した政務調査費の
返還請求義務
(９)
があるのに, それを怠っていることが違法であるとして, 当
該会派に請求するよう首長に住民は, 求めているのである｡ 従って, 住民
監査請求の対象も怠る事実の違法又は不当を対象にしているから問題にな
ることなく, 真正怠る事実として, 怠っていることが継続している限り,
住民監査請求ができることは, いうまでもない｡ この点につき, 政務調査
費が法定化されて以後, 住民訴訟で争われたことはない｡ そして住民の使
途基準を争う住民訴訟では, 会派は首長に補助参加をしている｡
３ 政務調査費の経理と収支報告書
政務調査費の使途及び経理を明確にするために当該会派の議員中から,
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政務調査費経理責任者 (以下 ｢経理責任者｣ という｡) を定めなければな
らず (品川区交付条例７条１項, 名古屋市交付規則６条), 経理責任者は,
政務調査費の収支について会計帳簿を調製し, その内訳を明確にするとと
もに, 領収書を整理しなければならない (品川区交付条例７条２項・名古
屋市交付規則６条２項)｡ 更に, 代表者は, 当該政務調査費に係る収入お
よび支出の報告書 (以下 ｢収支報告書｣ という｡) を, 第４半期の終了日
の翌日から起算して30日以内に議長に提出しなければならない (品川区交
付条例８条１項｡ 名古屋市交付条例５条２項は５月６日まで, と規定す
る｡)｡ 受け取った議長は, 収支報告書の写しを区長又は市長に送付する
(品川区交付規則４条, 名古屋市交付条例５条１項)｡ 収支報告書の写しを
受け取った区長は, 当該年度に交付すべき政務調査費の額を確定し, 政務
調査費交付確定通知書により会派の代表者に通知する (品川区交付規則５
条)｡ 品川区交付規程５条１項は, ｢条例第８条の規定による収支報告書の
提出は, 政務調査費収支報告書 (第４号様式) により行い｣, 同条２項は,
｢収支報告書を提出時は, 明細書 (５号様式), 領収書及び支払い証明書を
添付しなければならない｣ と規定する (名古屋市交付条例５条１項も同旨)｡
提出先は議長である (品川区交付条例８条・名古屋市交付条例５条１項)｡
収支報告書の様式は, １の収入欄には受け取った金額, ２の支出欄には
使途基準に示された支出科目, それに対応する金額欄及び主たる支出の内
訳を記載する備考欄があり, ３には残額を示す欄がある簡単なものである
(品川区交付規程５条及び名古屋市交付条例５条に基づく様式)｡ しかし,
議長は, 政務調査費の適正な運用を期すため, 提出された収支報告書に係
る調査を必要に応じすることができる (名古屋市交付条例６条)｡ また,
住民は請求すれば, 収支報告書を見ることができる (名古屋市使途基準等
規程７条)｡ 品川区の場合は, この条項はないが, 収支報告書の写しが議
長から区長に送付されているので, 情報公開条例に基づきこの写しの閲覧
は可能である｡ 名古屋市交付条例は, 議長の義務として収支報告書等の保
存期間を５年と規定している (８条) ので, ５年間は閲覧可能である｡ た
だし, この報告書だけを住民は閲覧したとしても, 上述した記載内容から
(桃山法学 第18号 ’11)50
見て政務調査費の支出内容を把握することはできない｡
平成20年には, 名古屋市交付条例に, 非公開情報を除き, 収支報告書等
の閲覧を認める条項が追加されたので, 領収書類も閲覧可能となった｡
４ 使途基準
政務調査費の交付を受けた会派は, 別に定める使途基準に従って使用し
なければならない (品川区交付条例６条, 名古屋市交付条例４条)｡ 使途
基準については, 品川区交付規程は別表 (第３条関係) において, 調査研
究費, 研修費, 会議費, 資料費, 広報・活動費, 事務費, 人件費の各支出
項目を定め, ｢調査研究費｣ の内容について ｢品川区の事務および地方行
財政に関する調査研究に要する経費ならびに調査を委託する場合の費用｣
とした上で, ｢調査委託費, 国内視察調査費, 海外での調査研究費, 翻訳
料, 会費, 交通費, 宿泊費等｣ を例示列挙している｡ 名古屋市の場合は,
｢調査費｣, 調査研究活動のために行う研修会, 講演会の実施に必要な経費
並びに他団体が開催する研修会・講演会等への所属議員及び会派の雇用す
る職員の参加に要する費用としての ｢研修費｣, 調査研究活動のために行
う各種会議に要する経費としての ｢会議費｣, 調査研究活動のために必要
な資料の作成に要する経費としての ｢資料作成費｣, 調査研究活動のため
に必要な図書・資料等の購入に要する経費としての ｢資料購入費｣, 調査
研究活動, 議会活動及び市政に関する政策等の広報活動に要する経費とし
ての ｢広報費｣, 調査研究活動に係る事務遂行に必要な経費としての ｢事
務費｣, 調査研究活動を補助する職員 (臨時職員を含む｡) を雇用する経費
としての ｢人件費｣ を列挙し, 各項目ごとに ( ) 内に費目を例示して
いる (名古屋市使途基準等規程２条｡ 品川区交付規程の別表もほぼ同じ)｡
３ 品 川 区 事 案
１ 事案の概要
住民Ｘらは, 平成19年３月, 品川区監査委員に対して, 区議会の甲会派
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が視察旅行等の経費に充てた政務調査費に使途基準違反があるとして, こ
の返還を求めるよう監査請求した｡ 監査委員は, 甲会派に対して平成17年
度に交付された政務調査費中, 視察調査に充てられたものにつき, 11項目
(①支出年月日, ②支出の相手方 (名称), ③相手方の業種, ④支出金, ⑤領
収書, ⑥事業の目的及び性格, ⑦行き先, ⑧宿泊地, ⑨調査日, ⑩事業の
内容, ⑪参加人数 (区議参加者, 同行参加者)) にわたる必要事項を記載
した文書を提出するよう求め, 甲会派は任意にそれを提出した (以下, 品
川区事案において ｢本件文書｣ という｡)｡ 監査委員は, ５月, Ｘらに, 個々
の活動を精査したが, それぞれ政務調査活動として位置づけられるもので
あるとし, 具体的な活動内容を記すことなく棄却の監査結果を通知した｡
そこで, Ｘらは, 同月, 品川区情報公開・個人情報保護条例 (以下, 品
川区事案において ｢本件条例｣ という｡) に基づき本件文書の公開を監査
委員に求めたところ, ６月, 監査委員は, 本件文書に記載された内容は,
｢監査……にかかる事務に関し, 正確な事実の把握を困難にするおそれ又
は違法若しくは不当な行為を容易にし, 若しくはその発見を困難にするお
それ｣ (同条例８条６号ア) に該当するとして非公開決定をした｡ そのた
め, この非公開決定の取消しと公開決定の義務づけを求めて出訴した｡
２ １審と２審
東京地判平19年12月21日判時2054号14頁は, 地自法198条の３が規定す
る監査委員の守秘義務を根拠に, 非公開の監査委員協議会で, ｢関係人の
迅速かつ任意の協力の下に取得し｣ た情報を下に審議するので, 本文書を
公開すれば, ｢今後監査委員が関係人から情報収集することが困難な事態
が生じかねず, 正確な事実の把握を困難にするなど今後の監査事務の適正
な遂行に支障をおよぼすおそれがあるということができる｣ として本件条
例８条６号のアの非公開事由に該当するとした｡ それに対して, 控訴審
(東京高判平20年７月17日判時2054号９頁) は, 本件条例８条６号にいう
｢当該事務または事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある｣ か否か
の判断については, ｢当該実施機関又は決定権者に広範な裁量権限が与え
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られているものではなく, 公益的な開示の必要性等の種々の利益を衡量し
た上での適正な判断でなければならない｣ から, ｢『支障』 の程度は名目的
なものでは足りず実質的なものでなければならず, 『おそれ』 の程度も単
なる可能性ではなく法的保護に値する蓋然性が求められる｣ とした上で,
本件文書中, ⑥⑩⑪の各事項については, 関係人の協力がなければ入手困
難な情報であるが, ｢政務調査費の使途が視察調査である場合, 誰がいか
なる事業 (政務調査の目的) のために税務調査を行ったかという当該視察
調査の適否を基礎付ける中核的な事実であるから, 監査委員から聴取を受
けた場合において, 関係人がこれらの事項を具体的に回答しないことは想
定し難く, 仮に関係人が正当な理由なく回答しないときは, 当該視察調査
が政務調査のために適正に行われたものとは認め難いこととなり, 監査委
員としてはその旨の監査結果を公表すれば足りる｣ とし, これ以外の事項
については, 公開されている本件会派の収支報告書等から判明するから,
本件文書は公開しても今後の監査事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ
を認めることはできないとして本件決定を取り消し, 義務づけ訴訟も認容
した｡ そこで品川区が上告した｡
３ 上告審
第１段落は ｢政務調査費条例及びこれを受けて定められた政務調査費規
程は, 会派の代表者は毎四半期が終了する都度, 議長に対して明細書を添
付して収支報告書を提出しなければならない旨定めているものの, これら
の書類の様式は, 概括的な記載がされることを予定しており, 個々の支出
に係る政務調査活動の目的や内容等が具体的に記載されるべきものとはし
ていない｡ また, 上記条例等に, 会派が上記の目的や内容等を監査委員を
含め執行機関に具体的に報告しなければならないことを定めた条項は見あ
たらない｡ この趣旨は, 政務調査費は議会の執行機関に対する監視の機能
を果たすための政務調査活動に充てられることも多いと考えられるところ,
執行機関と議会ないしこれを構成する議員又は会派 (以下, 併せて ｢議員
等｣ という｡) との抑制と均衡の理念にかんがみ, 議会において独立性を
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有する団体としての自主的に活動すべき会派の性質及び役割を前提として,
政務調査費の適正な使用についての各会派の自律を促すとともに, 政務調
査活動に対する執行機関や他の会派からの干渉を防止しようとするところ
にあるものと解される｣ とした｡
第２段落は ｢政務調査費条例及び政務調査費規程の定め並びにそれらの
趣旨に照らすと, 政務調査費条例は, 政務調査費の支出に使途制限違反が
あることが収支報告書等の記載から明らかに伺われるような場合を除き,
監査委員を含め区の執行機関が, 実際に行われた政務調査活動の具体的な
目的や内容等に立ち入ってその使途制限適合性を審査することを予定して
いないと解される｡ もっとも, 監査委員は, 中立的な監査機関であって,
職務上知り得た秘密につき守秘義務を負っており, また適正な監査の実施
のためには議員等がこれに協力することはいうまでもないが, 上記の点か
らすると, 区議会の議員等が監査委員から説明等求められた場合, 上記の
具体的な目的や内容等について逐一回答すべき義務を負っているとまでは
解し難く, また, 区議会の議員等がその回答をしない場合, その一事をもっ
て, 当該政務調査活動が適正に行われたものではないとの推定を及ぼすこ
ともできないというべきである｣ とした｡
第３段落は, ｢政務調査活動が本来前記のように執行機関に対する監視
機能を果たすための活動としての性格を帯びていることに照らすと, 区議
会の議員等がその具体的な目的や内容等を監査委員に任意に回答する場合,
監査委員限りで当該情報が活用されるものと信頼し, 監査委員においても
そのような保障の下にこれを入手するものと考えられる｡ 仮に, そのよう
な保障がなく, 政務調査活動に関し具体的に回答したところが情報公開の
対象となり得るとすれば, 区議会の議員等において, 監査委員にその回答
をすることに慎重になり, あるいは協力を一律に控えるなどの対応をする
ことも予想されるところである｡ そのような事態になれば, 同種の住民監
査請求がされた場合, 正確な事実の把握が困難になるとともに, 違法又は
不当な行為の発見も困難になり, 議員等の任意の協力の下に上記情報を入
手して監査を実施した場合と比較して, 監査事務の適正な遂行に支障を及
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ぼすおそれがあることは明らかである｣ と解して, 本件文書は, 本件条例
８条６号ア所定の非公開情報に当たるとした｡
すなわち, 判決は, 本件文書の事務事業執行情報該当性を, 政務調査費
制度の趣旨に基づいて監査委員も含む執行機関は政務調査費を使途検査を
出来ないこと, 及び監査委員の審査手続きを根拠に肯定した｡
４ 監査手続と事務事業執行情報該当性
 大分県教育委員会判決
監査委員による非公開決定の取消を求めた事案は数少ない｡ 監査手続き
の特質から, 事務事業執行情報該当性を判断した大分地判平11年５月31日
判タ1017号116頁 (以下 ｢大分県教育委員会判決｣ という
(10)
｡) がある｡ この
判決によれば, ｢同種の事務事業について著しい支障を生じるおそれ｣ と
は, ｢当該事務事業の内容, 性質に照らし, 当該情報の公開によりその公
正かつ円滑な遂行に著しい支障を生じることについて客観的な危険性が認
められる限り, これを違法とすることはできないと｣ 解した上で, 具体的
に監査手続きを根拠に, ｢監査に関する情報を記載した公文書には, その
内容, 性質如何によっては, それを公開することが監査委員の裁量により
監査の一連の過程を非公開としている趣旨や, 監査結果の決定過程におけ
る監査委員の意思決定の自由と牴触し, 将来の住民監査請求に係る監査事
務の公正かつ円滑な執行に著しい支障を生じる危険性を有するものも含ま
れる｣ と解して, 要件審査段階における公文書 (①請求人が提出した ｢事
実証明書｣, ②要件審査に係る ｢要件審査表｣ 中の審査結果, ③事務局が
作成した ｢正当理由について｣ と題する報告書), 意見陳述の実施関連公
文書 (④ ｢意見陳述開催要領｣, ⑤ ｢意見陳述の進行次第｣, ⑥意見陳述の
際の関連資料), 監査実施関連公文書 (⑦事務処理日程表, ⑧監査日程表,
⑨監査実施通知, ⑩予備監査実施結果報告書, ⑪委員監査の状況), 及び
監査結果の合議に関する文書 (⑫結果公表分の原案) については, 非公開
決定を是認した｡ 住民監査請求事務の特質として, 判決は, 第１に, 監査
委員には裁量が認められている根拠として, 地自法242条５項は, 監査請
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求人に証拠の提出及び陳述の機会の付与しか規定していないので, ｢証拠
の提出・意見陳述の機会の実施方法, 書面審査, 実地検査, 関係人ないし
監査対象者からの事情聴取等の監査の実施方法の選択, 意見陳述等の機会
や監査過程の公開の可否などについて, ……監査委員の合理的な裁量に委
ねられている｣ こと, 第２に, 監査人は ｢関係人の出頭, 調査, 関係人に
対する帳簿, 書類その他の記録の提出の請求に対しては, 関係人はこれに
応じる法律上の義務を負うものではあるが, 応じない場合においてこれを
強制することの出来る期待は存しない｡ その一方, 住民監査請求に係る監
査にあっては, ……請求の合った日から60日以内という限られた期間内に
監査結果を出さなければならないとされている｡ そのため, 右期間内に監
査委員の調査活動が円滑に行われ, 事実認定及び判断の基礎となる情報や
資料の収集が十分に行われるためには, 守秘義務 (地自法198条の３第２
項) を負う監査委員に対する信頼関係を前提として, 対象職員等の関係人
が監査に対して任意協力することが不可欠である｣ ことを明示している｡
このような立場に基づくと, 監査委員が保有する監査に関わる情報の公開
を求めても, おおむね認められないことになる｡ 品川区事案の１審は, こ
の立場にもとづいていると考えられる｡
 逗子市事案
同じく, ｢事務事業の執行を困難にするおそれ｣ を根拠に非公開決定し
た監査委員に対して情報公開を求めた事案として, 最２小判平11年11月19
日民集53巻８号1862頁 (逗子市事案) がある｡ 逗子市監査委員が横浜防衛
施設局職員から事情聴取した内容を記録した文書 (以下 ｢施設局文書｣ と
いう｡) を住民が公開を求めたところ, 委員は, 逗子市情報公開条例 (平
成２年逗子市条例第６号｡ 以下 ｢逗子市条例｣ という｡) ５条ウの ｢市
又は国の機関が行う争訟の方針に関する情報であり, 公開することにより,
当該事務事業及び将来の同種の事務事業の目的を喪失し, 又は円滑な執行
を妨げるもの｣ と理由付記して非公開決定をしたので, その取消を求めた
ものである｡ 監査に係る情報であるが, その情報内容は, 今後の訴訟に関
わる情報であるから, 非公開決定されたのである｡ 監査委員は, 訴訟中,
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意思決定過程情報でもあると理由の追加を行ったが, １審 (横浜地判平６
年８月８日民集53巻８号1886頁) は, 条例の構成・解釈運用基準を根拠に,
事務事業執行情報の非開示事由の趣旨を示した上で, 非公開事由該当性の
立証責任を被告・監査委員に負わせて, その具体的主張立証がないとして,
非公開決定を取り消した
(11)
｡ ついで, ２審 (東京高判平８年７月17日民集53
巻８号1894頁) も, 当該情報の ｢争訟の方針に関する情報｣ 性を否定して
住民の請求を認容した｡ すなわち, ｢争訟に関する情報とは, 現に係属し
又は係属が具体的に予測される事案に即した, 事件の見通しなどの浮動的
な法律解釈や事実認定に関する事項, 更には処理方針に限定されるものと
解される｣ とし, 住民からの監査請求があったことに伴い, 関係行政機関
の事務処理に適正を欠くものがあったことが裏付けられる事実関係に関す
る情報は, 仮にこれが新たな争訟を誘発することになるとしても, 行政の
適正を住民に判断させる情報公開条例の趣旨に鑑みると, ｢争訟の方針に
関する情報｣ に該当しない, とした｡ そして, 意思決定情報についても
｢監査委員の調査の結果を公開することが一般的に公正適正な監査の意思
決定を妨げることにならない｣ と解した｡ それに対して, 上告審は, 逗子
条市例５条２項所定の意思形成過程情報であるとする非公開理由の追加
も許すと同時に, 施設局文書は両事由に当たらないわけではないとして差
し戻した｡
そして, 上告審は, 事務事業執行情報該当性については, 逗子市条例５
条２項は, 監査等の計画, 及び争訟の方針等が事務事業執行を著しく妨
げるものと規定しているため, ｢争訟の方針に関する情報｣ とは, ｢争訟の
帰すうに影響を与える情報の全てを指すものと解するのは相当でないが,
現に係属し又は係属が具体的に予想される事案に即した具体的方針に限定
されると解すべきではなく, 右の団体又はその機関が行うことのあるべき
争訟に対処するための一般的方針も含むものと解するのが相当である｡｣
と解して, その該当性を認めた｡
品川区事件との関係で問われたのは, 理由の追加を認めた ｢公開するこ
とにより公正又は適正な意思決定を著しく妨げるもの｣ についての解釈で
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ある｡ 逗子市判決は, この点につき, ｢『意思決定を妨げる』 とは, 当該意
思決定それ自体を妨げることのほか, 将来における同種の意思決定の障害
となることも含まれるものと解するのが相当である｡ そして, 当該情報を
公開することにより, 今後行われることのあるべき同種の意思決定のため
の資料の収集に支障を生ずることも, これに含まれる｡｣ と解したのであ
る｡ だからといって, 大分教育委員会判決のように, 全て非開示の結論に
至ったのではなくて, 公正適正な意思決定を妨げるものはないとして全て
開示情報とした２審は違法であるとして破棄差し戻したのである｡ その根
拠として, 監査の特質が判示されている｡ すなわち, ｢監査委員が監査を
行うための資料として関係行政庁から事情聴取した結果を記載した文書の
中には, 地自法242条が監査記録を公開することを予定していないため,
同監査委員限りで参考にするにとどめ公開しないことを前提として提供さ
れた機密にわたる情報が含まれている可能性があり, 仮にそのような情報
が含まれているとするなら,｣ その公開は, 関係行政機関の信頼関係を損
ない, 将来の同種の事情聴取に重大な支障を及ぼす, として逗子市条例５
条アに該当するとした｡ そして, 機密的情報が含まれているか否かを具
体的に検討させるために差し戻したのである
(12)
｡ 監査情報の場合 ｢任意の情
報提供を受ける場合の中でも監査委員の事情聴取活動のような類型におい
ては, 情報収集能力の確保が当該事務事業の適正な遂行に直結しているた
め, 機密性の判断に際して, 主観的な事情を採用する必要性が高いと考え
られる｡｣ ので, カテゴリカルに非公開事由該当性を認めることになる点
が指摘されている
(13)
｡ しかし, 聴取の相手方が非公開を前提として聴取に応
じた情報であっても機密に該当しなければ公開されなければならないこと
になる｡
５ 小括
大分県教育委員会判決の立場に立つのが, 品川区事案の第１審である｡
その理由１は, 逗子市判決で述べた監査結果は公表しなければならないが,
監査記録は公表することを予定していないこと, 理由２は, 大分教育委員
(桃山法学 第18号 ’11)58
会判決が述べる60日以内の監査結果を出すこと, 及び関係人に対しては監
査委員の信頼に基づいて任意の協力の下に諸情報を入手することを根拠に,
公開すれば, 今後の監査事務に支障を及ぼすとして, 区公開条例８条６号
アの事務事業執行情報に該当するとした｡ それに対して, 品川区２審判決
は, ｢支障｣ の程度は実質的でなければならないとする点は, 問題がない
が, ２審判決に対しては, 監査委員の情報収集等において強制力がない点
等十分に理解されていない, という批判がある
(14)
｡ 品川区判決は, 逗子市判
決に則って, 監査によって得られた情報については, 一律公開, あるいは
非公開と判断するのではなく, その情報の実質が公開することによって,
今後の事務事業の執行を困難にするか否かを基準に判断したものと考えら
れる
(15)
｡ そして, 政務調査費制度の趣旨に基づいて, 監査委員が相手方の協
力の下に得た情報は, 高度の機密性を有する情報であると断じたのである｡
しかし, 後述するように, 政務調査費の趣旨から, 機密性を根拠付けるこ
とは, 許されない｡
４ 名古屋市事案
１ 事案の概要
名古屋市長は, 名古屋市交付条例に基づいて, Ａ会派に対して交付した
平成16年度の政務調査費が, 政務調査活動以外に使用されているとして,
名古屋市民らが, 市長を相手にＡ会派に不当利得返還請求をするよう求め
た住民訴訟 (以下 ｢基本訴訟｣ という｡) を提起した｡ その過程で, 住民
らはＡ会派を相手方に, ｢政務調査費報告書及びこれに対応する領収書類｣
の提出命令を民訴法219条・221条１項に基づいて申立てた｡ Ａ会派＝相手
方は基本訴訟の被告側に補助参加しているが, 相手方は, 当該文書は同法
220条４号ニの自己利用文書に該当するとしてその提出を拒んでいる｡
申立ての対象文書は, 名古屋市交付規則６条１項に基いておかれている
Ａ会派の政務調査費経理責任者であるＢが, 所属議員に個人支給分を支給
するために提出された必要事項を記入した ｢政務調査費報告書｣ (以下,
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名古屋市事案において ｢本件報告書｣ という｡) と領収書である｡ ｢本件報
告書｣ の書式については, 名古屋市使途基準等規程で定められた ｢項目｣
を列挙し, ｢細目｣ 欄には, 本件規程別表の ｢内容｣ 欄に例示された費目
等を列挙した上, 各細目に対応する領収書の枚数及び金額の記載欄と, 各
項目に対応する ｢主な調査内容 (行先・会場等)｣ の記載欄とを設けた用
紙に所属議員が必要事項を記入したものである｡ この用紙は, 裁判所の認
定によれば, 使途基準適合性を説明するために調査内容の概要を示したも
のである｡ なお, 相手方は, 日付と領収書の枚数を残して他は全て黒塗り
の本件報告書を提出している｡ また, Ｂは, 名古屋市交付規則６条２項に
より調製・保管が義務づけられている会計帳簿を調製していなかった｡
相手方は, １つは, 提出を申し立てられている自己が所持する各文書は,
｢自己利用文書｣ であること, ２つは ｢証明すべき事実｣ が特定されてい
ない不適法な申立であると争っている｡
２ 11年決定と名古屋市事案の１審決定
１審 (名古屋地決平21年１月13日) は, ｢本件報告書｣ とそれに添付の
領収書を裁判所に提出することを命じた｡ 第１点の自己利用文書であるか
いなかの基準に関しては, １審も平成11年決定 (最２小決平11年11月12日
民集53巻８号1787頁｡ 以下 ｢11年決定｣ という｡) に依拠している｡ この
決定は, 自己利用文書の判断基準を示し, その後のリーディグケースであ
る
(16)
｡ この決定によれば, ｢ある文書が, その作成目的, 記載内容, これを
現在の所持者が所持するに至る経緯, その他の事情から判断して, 専ら内
部の者の利用に供する目的で作成され, 外部の者に開示することが予定さ
れていない文書であって, 開示されると個人のプライバシーが侵害された
り個人ないし団体の自由な意思形成が阻害されたりするなど, 開示によっ
て所持者の側に看過し難い不利益を生じるおそれがあると認められる場合
には, 特段の事情がない限り｣ 自己利用文書に該当する｡ すなわち, 当該
文書は, ① ｢内部の者の利用に供されるために作成されたか否か｣, ②
｢開示によって所持者側に看過しがたい不利益が生じるか否か｣ によって,
(桃山法学 第18号 ’11)60
自己利用文書であるか否かが判断される, と解した｡ この決定以後, 自己
利用文書の判断基準としてこの２点が検討されることになる｡ 名古屋市事
案の一審も例外ではない｡
第１審は, ①の点について, 市長も補助金・交付金等の交付を受けた者
に対してその状況を調査し, または報告を徴する権限を有する (地自法
221条２項)｡ 領収書類も議長または市長からの調査の際には提出すること
が予定されている｡ ②の点については, 開示された場合, 政務調査活動が
執行機関, 他の会派等の干渉のよって阻害されるおそれがあるというが,
それもない｡ 加えて, 平成20年の本件条例改正によって, 会派の代表者は,
議長に対して収支報告書を提出する際, １件につき１万円以上の支出にか
かる領収書その他の当該支出事実を証する書類の写しを添付することが義
務づけられたことによって, 領収書の添付は, 議員の政務調査活動を阻害
するものでもない証であるとして, 提出を相手方会派に命じた｡ 相手方会
派は, この決定に対して, 正当な理由もなく, その提示を拒否した｡
民間の争いにおける自己利用文書の判断基準をしめした11年決定を, 公
金を交付された議員の政務調査費をめぐる住民訴訟における文書提出命令
の判断基準とすることには賛成し難い｡ その上, 11年決定の自己利用文書
の判断基準は, 民事訴訟法の研究者から全面的に賛成を得ているものでは
ない｡ その問題点を若干示しておく｡ 第１に, 個人のプライバシーの保護
や情報自己決定権と団体の自由な意思形成とを同列においているが, その
基礎は明確でなく, 民訴法220条４号ニの自己利用文書は, 民訴法220条の
体系上 ｢個人のプライバシーの保護｣ のために不開示とされている, と解
すべきである｡ 稟議書は, 日常的な取引に関するものであって, 個人の内
心の保護と同列には論じ得ない｡ 第２に, 企業・団体の意思形成文書をひ
とくくりにして論じている感があるが, 妥当でない｡ 第３に, 意思形成終
了後の開示が求められているのに, 団体の意思形成自由を保護しなければ
ならない理由はない
(17)
｡
これら批判点の前提には, 原則として, 文書提出の申し出を受けた所持
人は, 当該文書の提出義務を負う旨規定する民訴法220条が, なぜ故に存
政務調査費に関わる情報開示訴訟 61
在するのかという正当化根拠がある｡ それは, 一言で言えば, 憲法32条に
よって保障された相手方の裁判を受ける権利が侵害されるということであ
る｡ ｢自らの主張と関連する証拠へのアクセスを阻害されたために, 真実
とは遠い事実認定がなされ, 不利益な判断を受けざるをえなかった当事者
は, 裁判を受ける権利を十分に保障されたとはいえない｡ 同時に, 事案の
解明に必要な証拠を欠いたまま, ことによると真実とは異なるかもしれな
い事実認定にもとづいて裁判が行われるのを容認することは, 民事訴訟制
度に対する人々の信頼を失わせる危険を孕んでいる｡ 民事司法がその存立
基盤を掘り崩されることのないようにするためにも, 訴訟当事者には, 事
案の解明に必要な全ての証拠を提出させるべきである
(18)
｡｣ これは, 平成11
年決定の批判的検討の中で民事訴訟法研究者が述べている文章である｡ そ
のため, 当事者主義が働く民事訴訟の見地からする ｢裁判所による証拠に
基づく適正な事実認定を強調しすぎること｣ に対する批判も考えられる
(19)
｡
しかし, 裁判を受ける権利に根拠づけられた文書提出義務は, 住民の公益
追求のために提起した住民訴訟においてこそ強調されてしかるべきである
と思う｡ ｢関連する証拠が訴訟に提出されることは, 当事者の訴訟追行権
を保障し, 司法の適正な運営を図るうえできわめて重要である
(20)
｣ ことを,
特に住民訴訟においては確認しておきたい｡
３ 仙台市決定
名古屋市事案の１審は, 11年決定に依拠しているが 政務調査費にかか
る住民訴訟における文書提出命令事案である仙台市決定 (最１小決平17年
11月10日民集59巻９号2503頁) には言及していない｡ 仙台市決定の原告は,
仙台市の６会派が管理している政務調査費に関わる各議員及び共同研究者
が各会派に提出した収支報告書及びその添付書類 (以下 ｢本件各文書｣ と
いう｡) の文書提出命令を申立てたところ, 各会派は, 本件文書は専ら文
書の所持人の利用に供するための文書であるから民訴法220条４号ニの自
己利用文書に該当するとの意見を述べている｡ それを受けて, 仙台地決平
16年９月17日は, ｢本件各文書は, その記載内容に照らし, 各主張の違法
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性の有無を判断するに際して有力な資料となりうる｣ として証拠調べの必
要性を肯定した上で, 自己利用文書該当性を肯定して, 申立を却下した｡
すなわち, 11年決定に依拠して, 政務調査費に関する条例等を仔細に検討
した上で, 本件各文書は, ｢議会の内部の者の利用に供する目的で作成さ
れ, 市長を含む外部のものに開示することが予定されていない文書で｣ あ
ること, その開示によって, ｢所持者たる相手方らにおいて, 執行機関に
対する独立性が害されるなどの看過しがたい不利益が生ずる｣ として自己
利用文書該当性を認めた｡ 仙台高決平16年11月24日も１審と同じ判断でもっ
て, 抗告を棄却した｡ それに対する原告の上告審が, 仙台市決定である｡
仙台市決定も先述の11年決定に依拠して, 本件文書の自己利用文書性を
肯定して上告を棄却した｡ すなわち, ｢本件各文書は, 本件要綱に基づい
て作成され, 各会派に提出された調査研究報告書及びその添付書類である
というのであるから, 専ら, 所持者である相手方ら各自の内部の者の利用
に供する目的で作成され, 開示することが予定されていない文書であると
認められる｡ また, 本件各文書が開示された場合には, 所持者である相手
方ら及びそれに所属する議員の調査研究が執行機関, 他の会派等に干渉等
によって阻害されるおそれがあるものというべきである｡ 加えて, 前記の
通り, 本件各文書には調査研究に協力するなどした第三者の氏名, 意見等
が記載されている蓋然性があるというのであるから, これが開示されると,
調査研究への協力が得られにくくなって以後の調査研究に支障が生ずるば
かりか, その第三者のプライバシーが侵害されるなどのおそれもあるとい
うべきである｡ そうすると, 本件各文書の開示によって相手方らも各自の
側に看過しがたい不利益が生ずる虞があると認められる｣ と述べた｡
仙台市決定は, 議員及び共同研究者の会派に提出した文書が自己利用文
書の要件を, 第１に, 要綱に基づいて作成された内部の者の利用に供する
ことを予定した内部文書であること, 第２に, 開示すれば, 執行機関に干
渉される虞があること, 第３に, 第三者のプライバシーが侵害される虞が
あることである｡ これに対して, 横尾反対意見は, 本件各文書の所持者は
各会派であるが, 第１に, 調査研究報告書は, 仙台市政務調査費交付条例
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および交付施行規則により作成が義務づけられた文書であり, 調査研究を
行った議員は会派代表者に経費の内訳を報告する義務があること, 第２に,
政務調査費交付条例等関係法令は使途の透明性確保のために検査権限を議
長に与えているための資料であること, を理由に本件各文書は外部に開示
することが予定されていない文書に該当しないと, 解した｡
地方自治法100条14項は, 政務調査費制度の根幹的内容として, 交付の
対象, 額及び交付の方法は条例で定めなければならない, と規定するに過
ぎない｡ 交付対象には, 人的対象と物的対象とがあるが, 人的対象は条例
により規定されているが, 物的対象である使途基準については, 仙台市も
含めて多くの地方自治体は, 条例で規定していない｡ 仙台市の場合, 使途
基準は政務調査費の交付に関する条例施行規則で規定されている｡ 物的対
象・使途基準は条例で規定されるべきであるが, 定めていないことが直ち
に違法とはいうことができない｡ 条例に根拠のない政務調査費の交付は違
法であるが, 根幹的事項でありながら, 条項の体裁等から, 条例で規定せ
ずに, 規則等で規定する場合も考えられる｡ 住民からすれば, 使途につい
ての実体を知るためには, 添付書類として領収書等を義務づけ, それら添
付書類は閲覧することが出来る旨, 条例で規定されるべきであると考える｡
調査報告書の作成義務がたまたま要綱で規定されたことをもって, たとえ,
その意思が議会, 首長, 議長のそれであったとしても, 最高裁判所の多数
意見が, 要綱でそれが規定されることをもって内部文書として自己利用文
書の根拠にしたことは是認することは出来ない｡ 横尾反対意見の様に, 本
件各文書は, 法令により義務づけられた文書として, 外部に開示される文
書と解したい｡
４ 名古屋市事案の２審決定
名古屋市事案において, 原決定後, いったん解散した後, 他会派構成員
も含めて再結成し, 本件訴訟を継続し抗告人となった｡ 名古屋高決平21年
９月30日も, 平成11年決定・仙台市決定に依拠して, ①本件領収書は, 地
方自治法, 名古屋市交付条例及び名古屋市交付規則の定めに従い, 少なく
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とも調査を受ける際に提出することが予定されているものであり, 本件報
告書は名古屋市交付条例及び名古屋市交付規則の定めに従って作成された
ものではないものの, 少なくとも議長から調査を受ける際に提出すること
が予定されている会計帳簿に代わるものとして, 議長に対して提出するこ
とが予定されているものと解するのが相当である, と解した｡ そして, こ
の場合の議長は, 会派又は議員から見て, 外部の者であることは明らかで
ある｡ その理由を, ｢本件条例において, 議長は会派から収支報告書等の
提出を受け, その支出の適正性を判断するものであるところ, 一般に支出
の適正性の判断に当たっては, 内部の者のみならず外部の調査に服するこ
とが判断の公正性・客観性に資するものであるから, 議長については, 会
派の外部の者と位置づけて理解することこそが制度の趣旨に沿った解釈と
いうべき｣ であることに, 求めた｡
仙台市決定に依拠する被告主張に対しては, 名古屋市事案の調査報告書
は, 仙台市決定の対象文書と異なると２審決定は解する｡ 仙台市決定にお
ける調査研究報告書は, ｢それ自体が政務調査費の使途の適正や透明性を
確保するための直接的な手段であるとはいえず, もともと外部への開示の
必要性は低い上, そこには会派及び議員の調査研究活動の根幹に関わる調
査研究の内容, 結果が詳細に記載されているものであるから, 会派及び議
員に対する執行機関等からの干渉を防ぎ, その独立性を守るため, むしろ
その内容がみだりに外部へ開示されない保障こそ強く求められるべきであっ
て, このような文書の性質上, 自己利用文書に当たる｣ のに対して, ｢本
件報告書は, 政務調査 ｢費｣ 報告書であって, これを巡る取扱の実体とし
ても, ……各議員が政務調査費の交付を受けるため, 領収書等を基にその
枚数, 金額, 主な調査内容を記載するなどして, これを作成し, 本件会派
の経理責任者たる財務委員長に提出して同財務委員長が, そこに記載され
た支出が政務調査費の使途基準に適合するか否かを検討し, 同基準に適合
すると判断すれば支払っていたというのであり, 政務調査費の経理上の適
正処理のために使用されていたことが明らかである｡｣ とした｡
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５ 名古屋市事案の許可抗告決定 (名古屋市決定)
ところが, 最２小判平22年４月12日判時2078号３頁 (以下 ｢名古屋市決
定｣ という｡) は, 11年決定, 仙台市決定に依拠して自己利用文書性を肯
定し, 原決定を破棄し, 原々決定を取り消した｡
地方自治法の規定による ｢政務調査費の制度は, 議会の審議能力を強化
し, 議員の調査研究活動の基盤の充実を図るため, 議会における会派又は
議員に対する調査研究の費用等の助成を制度化し, 政務調査費の使途の透
明性を確保しようとしたものである｡ もっともこれらの規定は, 政務調査
費の使途の透明性の確保するための手段として, 条例の定めるところによ
り政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出することのみを定
めており, 地自法は, その具体的な報告の程度, 内容等については, 各地
方公共団体がその実情に応じて制定する条例の定めに委ねることとしてい
る｡｣
名古屋市交付条例 (以下, 名古屋市決定において ｢本件条例｣ という｡
また, 名古屋市交付規則も以下, 名古屋市決定において本件規則という｡)
によれば, ｢政務調査費の交付を受けた会派の代表者は所定の様式による
収支報告書を議長に提出しなければならず, 提出された収支報告書は５年
間保存されて何人もその閲覧を請求することができるとされているが, そ
の収支報告書の様式は, 概括的な記載が予定されており, 個々の支出の金
銭や支出先, 当該支出に係る調査研究活動を行った議員の氏名, 当該活動
の目的や内容等を具体的に記載すべきものとはされていない｡ また, 本件
条例によれば, 議長は政務調査費の適正な運用を期すため, 収支報告書が
提出されたときは, 必要に応じ調査を行うことができるとされているが,
その具体的に採ることのできる調査の方法は, 本件条例及び本件規則にお
いて定められていない｡ これらの趣旨は, 政務調査費は議会による市の執
行機関に対する監視等の機能を果たすための調査研究活動に充てられるこ
とも多いと考えられるところ, 会派による個々の政務調査費の支出につい
て, その具体的な金額, 支出先等を逐一公にしなければならないとなると,
当該支出に係る調査研究活動の目的, 内容等を推知され, その会派及び所
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属議員の活動に対する執行機関や他の会派等からの干渉を受けるおそれを
生じるなど, 調査研究活動の自由が妨げられ, 議員の調査研究活動の基盤
の充実という制度の趣旨, 目的を損なうことにもなりかねないことから,
政務調査費の収支に関する議長への報告の内容等を上記の程度にとどめる
ことにより, 会派及び議員の調査研究活動に対する執行機関や他の会派等
からの干渉を防止しようとするところにある｡｣
｢このような本件条例及び本件規則の規定並びにそれらの趣旨に照らす
と, 本件規則が会派の経理責任者に会計帳簿の調製, 領収書等の証拠書類
の整理及びこれらの書類の保管を義務づけているのは, 政務調査費の適正
な使用についての各会派の自律を促すとともに, 各会派の代表者らが議長
等による事情聴取に対し確実な証拠に基づいてその説明責任を果たすこと
ができるようにその基礎資料を整えておくことを求めたものであり, 議長
等の会派外部の者による調査等の際にこれらの書類を提出させることを予
定したものではないと解するのが相当である｡｣ として, ｢上記の会計帳簿
や領収書等の証拠書類は, 専ら各会派の内部にとどめて利用すべき文書で
あることが予定されている｣ と結論づける｡
須藤裁判官は反対意見として, ｢政務調査費は, 地方公共団体から交付
されるものである以上, その使途については一定の透明性が要求され, 審
査や監視の対象となるべきものである｡ そこで, 本件条例及び本件交付規
則は, ……議長への収支報告書の提出, 会計帳簿, 領収書類等の保管等を
義務付けるとともに, 議長に対して……使途……を調査する権限を与えて
いる (以下 ｢使途調査｣ という)｡ ……このような説明のための使途記述
文書には, 当該会派及びその所属議員が執行機関や他の会派等から干渉を
受けたり, 調査研究に協力した第三者のプライバシーが侵害されたりする
などのことがないように, ……概括的, 抽象的な記載をするのが普通であ
ると考えられる｡ 議長の使途調査権限も, ……政治活動の根幹に関わる事
項にまで及ばないと解されるから, 会派としても上記の程度の説明文書を
用意しておけば足りるであろう｡ そうすると, このような議長の使途調査
に対する説明資料として作成される文書は, 一般的に, 会派の外部の者へ
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の開示を予定し, かつ, その記載内容からして, 開示しても所持者の側に
看過し難い不利益を生じるおそれがないものであるから, 自己利用文書に
当たらない｡｣ と結論した｡ しかし, この結論は, 仙台市決定と異なるこ
とになるが, 仙台市決定の調査報告書は ｢会派の根幹に関わる事項につい
て｣ 記述するのに対して, 本件調査報告書は, ２審決定が述べるようにそ
れとは異なり自己利用文書にあたらないという｡
６ 小括
多数意見は, 仙台市決定と同様に, 執行機関を監視する政務調査費の趣
旨, 及び政務調査費交付条例等に根拠をおいて, 本件各文書を自己利用文
書と結論づけた｡ しかし, 11年決定に依拠することを是認したとしても,
議会を構成する議員に交付される公金に係る報告書等について, 利己利用
文書の要件である ｢専ら内部の者の利用に供する目的で, 外部の者に開示
することが予定されていない文書｣ 性を, 執行機関に対する監視機能を持
つ議会自らが制定した条例等を根拠に, 自己利用文書性を肯定することは
賛成しがたい｡ その上, 第２の要件である ｢開示されることによって生じ
る不利益｣ が, 本件の場合も, 須藤反対意見が, 述べるように, 本件文書
を開示してどのような不利益が生じるかにつきインカメラ手続 (民訴法
223条６項) を取ることも出来たのに, 具体的に摘示されていない｡ その
上, 仙台市決定の対象文書と, ２審決定と須藤反対意見
(21)
が述べている本件
調査報告書との違いに何ら言及していない, 点も批判されるべきである｡
なお, 仙台市決定後であるが, ｢会議費｣ 項目に係る会計帳簿と領収書
類を, ①金沢市政務調査費交付条例では, これら書類を一定期間保管する
ことを経理担当者に義務づけていることをもって外部に提供されることが
予定されていて, 開示によって, 文書の所持者側 (会派) に ｢看過し難い
不利益が生じるおそれ｣ があると認めるに足る証拠もないとして, 自己利
用文書性を否定して提出を認めた金沢地決平18年１月23日がある｡ また,
②奈良県政務調査費交付条例では, これらの文書につき議長調査が予定さ
れていることをもって仙台市決定が判示する ｢専ら内部の者の利用に供す
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る目的で作成され, 外部の者に開示することが予定されていない文書｣ に
当たらず, 自己利用文書性を否定した奈良地決平22年１月12日がある｡ 但
し, 公務員を除く第三者が識別される部分を除いて文書を提出するよう命
じている
(22)
｡ 係る決定においては, 会派の経理責任者の設置義務, 責任者及
び議員の会計帳簿の調製, 証拠書類等の整理及び五年間の保管義務, 並び
に議長の調査権限についての諸規定は, 政務調査費の透明性確保のためで
あることを前提にしている｡ 透明性の確保は, 政務調査費制度化の際の立
法趣旨でもある
(23)
｡ しかし, 仙台市決定及び名古屋市決定では, 前述の証拠
書類等の保管義務等の趣旨は, 議員の説明責任を果たすためとされ, 透明
性確保の観点は見られず, 議員活動の自由から来る機密性の過度の重視が
見られる｡
最 後 に
品川区決定は, 監査委員に対する情報公開取消訴訟であり, 事務事業執
行情報の解釈・判断に関するものである｡ それに対して, 名古屋市決定は,
住民訴訟の審理過程で裁判所に文書提出命令を求めたものであり, 自己利
用文書如何の解釈に関するものである｡ しかし, 政務調査費の趣旨を根拠
に, 両決定は住民が求めている情報を開示しなかった｡ その趣旨とは, 政
務調査費を交付される議員・会派は, 執行機関に対して監視機能をもつた
めに, その情報を開示することはこの機能を妨げるというものである｡ す
なわち, 政務調査費がどのように使われたかは, 高度に機密性の高い情報
である, というのである｡ そこには, 議員活動を保障するためにも, 政務
調査内容を明らかにすることは許されず, 住民が求めている情報である研
究調査報告書, 領収書類も開示することは許されない, ということが前提
になっている｡
果たしてそうであるか, 疑問に思わざるをえない
(24)
｡ 仙台市決定のように,
議員の調査内容をかなり詳細に記述する研究調査報告書が住民又は執行機
関に開示されたとしても, 執行機関に対する監視機能は弱められるという
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ことが考えられるであろうか｡ 政務調査研究報告書が開示されると会派及
び議員の調査研究が執行機関等の干渉によって阻害されるというのであろ
うか
(25)
｡ そこには, 因果関係はないように思う｡ 仮に, 交付前に, 調査内容
計画を執行機関に呈示した上で, 政務調査費の交付如何が決定されるシス
テムであれば, 執行機関は, 議員又は会派をコントロールするために, 政
務調査費の交付如何を活用し, その結果執行機関に対する監視機能は弱め
られる可能性は考えられる｡ しかし, 交付を受け, 使用した後の報告書で
ある｡ それにより, 調査内容を執行機関が熟知したからといって, 現実に
執行機関に対する監視機能が弱められることになるのであろうか｡ 開示さ
れることによって調査内容から, 執行機関の問題点が明らかにされれば,
その改善等善処を住民との関係で執行機関は行えばよいのであって, 係る
報告書を含む関係書類を機密にして非開示にする根拠を理解することは難
しい｡ 現に, 執行機関から, 議員に対して政務調査費返還請求の訴訟が提
起されている
(26)
が, 係る提訴は, 議員に対する執行機関からの圧力であり,
議員活動を阻害するから認められない, という見解は見られない
(27)
｡ もちろ
ん, 政務調査費交付条例は議員の使途基準違反に対しては返還を求めるこ
とが出来る旨規定しているのであるが, そのような規定が存在することは,
政務調査費交付後, その使途違反を執行機関は事後的に問うことは何ら,
制度の趣旨に反しないということを示すものである｡ 仙台市決定及び名古
屋市決定について判評者の多くは決定の結論に反対するのも当然と考える
(28)
｡
確かに, 個人情報を含んでいて, プライバシーの見地からその開示は,
否定される場合もあるが, 一律調査報告書を非開示にする根拠を見つける
ことは出来ない
(29)
｡ 請求された情報に非開示事由があるか否かは, 名古屋市
事案の須藤裁判官の反対意見が示すように, インカメラ方式を裁判所は採
用することにより可能であると考える
(30)
｡ 非開示事由の判断については, 情
報公開請求の諸事案が参考になることはいうまでもない
(31)
｡
ところで, 品川区事案のように, 監査報告書に伴う情報については, 監
査事務の執行上, 強制調査権限を保障されていないから, 今後の監査とい
う観点からは, 事務事業執行情報として非開示にしないと十分に住民監査
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請求に答えられないことが考えられる｡ しかし, それは監査内容が政務調
査費にあるからではなくて, 監査の特質から生じる一つの結論であって,
現実に監査によって, 政務調査費の返還が求められている事案も多数見ら
れるのである
(32)
｡ とするなら, 政務調査費にかかる監査情報も一律非開示に
した品川区決定の判示内容は疑問といわざるをえない｡
住民が求める情報は, 両者とも政務調査費の使途基準違反如何を立証す
るものである｡ 品川区事案の場合は, 住民監査請求を棄却されたので, ど
のような根拠で, 理由がないとされたのかを問うために, または, 今後住
民訴訟を提起するための情報を入手しようとしたものと考えられる｡ しか
し, 住民訴訟には出訴期間が存在するので, その開示を待って住民訴訟を
提起するのは難しいであろう｡ 住民監査請求を行った場合, 形式的要件で
却下されようと, 実体的に監査されようと, 監査結果に不満な住民は出訴
期間内に出訴して, 名古屋市事案のように, 文書提出を請求すればよい｡
このような経過をたどる場合, 議員の調査報告書の自己文書該当性は, 最
高裁判所の論理である②開示による ｢看過しがたい不利益｣ として ｢会派
の自由な調査活動を阻害するおそれ｣ の要件は, 抽象的に考えられるとし
ても, 具体的には時間の経過によって, それは益々減少するものと考えら
れるのである｡ すなわち, 最高裁判所の仙台市決定がいう ｢文書提出｣ が
議員活動を阻害する可能性があると仮定しても, 阻害の程度は時間の経過
によって低められるものと考えられる｡
各地方自治体の財政難の折に, 住民は自らの手弁当で, 公益のために議
員の無駄使いを是正しようとしている｡ その例が, 非常に少なければ, 最
高裁判所の論理も一面正当性をもちうるが, 逆に, 裁判所でその無駄使い
が認定されている現状の下では, 最高裁判所の抽象的な ｢政務調査費の趣
旨｣ 及び開示されることによる看過しがたい不利益のおそれという抽象的
な自己利用文書該当性の判断基準は, 住民にとっては, それこそ看過しが
たい不利益をもたらしているのではないだろうか｡
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注(１) １年前に執筆した ｢政務調査費制度に係る住民訴訟｣ 桃山法学15号
295頁以下参照｡
(２) 情報公開条例が制定された当時は, 議会は実施機関でなかったが, 平
成９年７月にされた地方分権推進委員会第２次勧告後, 都道府県条例は
全て, 市町村については大半が実施機関である｡ 情報公開実務研究会編
『情報公開の実務』 (第一法規・加除式) 187頁参照｡
(３) 後述１２の事案参照｡ 希有な条例として, 議会でなくて議長が実施
機関とされた横浜市の保有する情報の公開に関する条例２条１項は, 平
成15年に改正されたようであるが, 会派の保有する情報について議長に
開示を求めても, 直ちに開示を望めないであろう｡
(４) 調査費研究費助成期については, 注(１)拙稿304頁以下参照｡
(５) 公開請求された都議会議員の海外視察等に係る支出命令書等の会計手
続文書は, 非公開事由の ｢関係当事者間の信頼関係｣ を問題にすべき関
係にあるが, 文書の性質内容, これを都の職員が取得した経緯等にかん
がみると, それらを開示したとしても都知事と都議会の信頼関係が損な
われることを認めることはできないとした東京地判平10年１月27日裁判
所ウェブ LEX /DB28033366とその控訴審の東京高判平10年６月29日判
タ1004号111頁がある｡
(６) 一審の徳島地判平11年１月29日判タ1039号92頁は, 議会が実施機関で
ないことを以て請求を棄却したが, 高松高判平11年９月28日は, 県議会
議員及び同事務局職員に関する予算執行事務は, 長に属し, 県議会議長
はその事務を行う権限を有せず, 長は併任事務吏員に対し, その専決な
いし代表権限を授与して補助執行させているから, 開示請求された文書
は, いずれも実施機関である長ないし併任事務吏員が職務上作成し, 管
理している文書ということができるとして, ｢公文書｣ 該当性を認定し
ていた｡
(７) 藤原淳一郎 ｢仙台市決定の判例研究｣ 自研83巻11号146頁以下によれ
ば, 会派が保有する文書は民訴法220条４号ニの括弧書きの ｢公務員が
組織的に用いるもの｣ として自己利用文書の例外として処理することは
できない, という｡
(８) 注(１)の拙稿には, 政務調査費交付手続き等について, モデル条例を
根拠に紹介している｡
(９) 最近, 首長が, 外部監査結果の指摘を受けて, 使途基準違反を根拠に,
議員に政務調査費の一部返還を求めたが, 返還しなかったので損害賠償
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を請求した事案において一部認容した大阪地判平21年12月25日判例自治
336号22頁がある｡ 他に, 住民訴訟費用を政務調査費で充当した議員が,
首長により返還命令を求められたので, その取消を求めた事案で, 住民
訴訟の趣旨, 政務調査費の趣旨からして何ら問題ない, としてその充当
の適法性が認められている (東京地判平20年11月28日判タ1291号209頁,
その控訴審東京高判平21年９月29日判時2081号７頁｡ 室井敬司・判評
2096号164頁は, 住民訴訟は住民全体の利益のための訴訟であるとした
判旨を, 正当を評価している｡)｡ 逆に, 前年度に前払いしていた広報誌
の印刷費用は, その年度に刷り上がらず配布は翌年の場合, 前年度の政
務調査費に充当することが出来ないとして返還を命じた区長の処分に対
する取消訴訟において, 東京地判平20年７月25日裁ウェブ LEX /DB
25440328は区議会議員の請求を棄却している｡ 他に, 京都府知事から
政務調査費返還を求められた府議会議員が, 債務不存在確認訴訟を提起
したのに対して, 被告が政務調査費返還訴訟を反訴として提起したので,
債務不存在確認訴訟を取り下げ, 国家賠償で慰謝料請求を求めた京都地
判平22年11月30日裁ウェブ LEX /DB25443021は, 使途基準に照らして,
政務調査費の違法性, 返還請求を個別に判断して反訴を一部認容した｡
(10) 教育委員会の旅費支出に関して住民監査請求を行った原告らが, その
監査に係る一切の資料についての情報公開請求をしたが, 監査委員は非
公開決定をしたので, その取消と国家賠償を求めた事案である｡
(11) 平田和一 ｢一審判決解説｣ ジュリ1060号76頁によれば, 事務執行の支
障のおそれについての立証責任は, 実施機関にあるとする大阪府水道部
判決 (最小判平６年２月８日民集48巻５号255頁) に沿うものと評価し
ている｡ しかし, インカメラ方式を採用していない場合には, その立証
は困難を極めるであろう｡ 榊原秀則 ｢情報開示請求訴訟と立証責任の範
囲｣ 法律のひろば47巻５号18頁以下参照｡
(12) 差戻し審の東京高判平12年７月13日は, 横浜防衛施設局施設管理課職
員からの事情聴取書は逗子市条例５条アに該当するとしたのに対して
最１小判平12年12月21日も不受理決定がなされ確定した (大橋寛明 ｢平
成12年度最高裁判所判例解説｣ 831頁注(１)参照)｡
(13) 島村健 ｢逗子市判決研究｣ 国家学会雑誌118号1634頁｡
(14) 室井敬司 ｢時の判例 (逗子市判決)｣ 法学教室235号129頁参照｡
(15) 廣田達人 ｢財政法判例研究・住民監査請求関係記録の情報公開｣ 会計
と監査2010年５月37頁｡
(16) 廣田の注(15)判例研究40頁は, 係る判断を具体的にさせる審査方法を
政務調査費に関わる情報開示訴訟 73
｢監査記録機密性審査性説｣ と命名している｡
(16) この事案は, 抗告人 (銀行) から６億5000万円の融資を受けて有価証
券取引を行い多額の損害を被ったとする亡Ｚの承継人であるＸが, Ｚの
貸付金の利息は有価証券取引から生じる利益から支払う以外にないこと
を知りながら, 過剰な融資を行ったことは金融機関が顧客に負っている
安全配慮義務違反であると主張して, 抗告人に損害賠償を求めた訴訟に
おいて, 貸付金の利息を上回る利益をあげることができるとの前提で貸
出の稟議が行われたことを立証するため, 貸出稟議書と本部の貸付許可
書は民訴法22条３号後段に該当するとして文書提出命令を求めたもので
ある｡
(17) 松本博之・上野泰男 『民事訴訟法 (４版)』 (弘文堂・2005年) 425頁
参照｡
(18) 長谷部由起子 ｢内部文書の提出義務｣ 『民事訴訟法理論の新たな構築
下巻』 (有斐閣・2001年) 318頁以下｡
(19) 川四郎 『民事訴訟過程の創造的展開』 (弘文堂・2005年) 185頁以下｡
(20) 長谷部・注(18)論文320頁から321頁にかけて｡
(21) 川四郎 ｢政務調査費関係報告書と文書提出義務の存否｣ 法セ670号
138頁は, 自己利用文書を ｢ある意味で自ら創出可能性を認めることを
司法が肯定したことを意味するようにも思われる｡｣ と述べて, 政務調
査費の使途に対する透明性確保の趣旨からは不適切であり, 須藤反対意
見が妥当であるという｡
(22) 両決定は全国市民オンブズマンの政務調査費特設ホームページ (http: //
www.ombudsman.jp / seimu.html) に掲載されている｡
(23) 注(１)拙稿312頁参照｡
(24) 碓井光明 『政府経費法精義』 (信山社・2008年) 436頁は, ｢政務調査
費に関して, 会派の独立性ないし自律性を根拠にして, このようなブラッ
クスボックスを認めてよいのか大いに疑問がある｡｣ という｡
(25) 長尾文裕 ｢仙台市決定の解説｣ 法曹時報60巻４号1330頁による｡
(26) 注(９)参照｡
(27) 被告側の見解としては, 考えられるが, 注(９)の掲載判決は係る見解
を取っていない｡
(28) 藤原・注(７)144頁以下, 藪口康夫・平成17年度重要判例解説138頁,
濱崎録・法政研究74巻１号199頁, 山本和彦 ｢文書提出命令をめぐる最
近の判例について｣ 法曹時報58巻８号2549頁, 杉山悦子 ｢文書提出命令
に関する判例理論の展望｣ ジュリスト1317号95頁, 及び川四郎・同志
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社法学61巻２号242頁は, 仙台市決定について, 川・注(21)138頁は,
名古屋市決定についてである｡
(29) 山本・注(27)論文2549頁, 杉山・注(27)論文96頁は仙台市決定につい
て, 川・注(22)138頁は名古屋市決定についてである｡
(30) 杉山・注(27)95頁, 山本・注(27)2555頁, 川・注(21)138頁｡ 尚,
最１小判平21年１月15日民集63巻１号46頁は, 情報公開訴訟においては,
明文の規定がない限り, インカメラ審理方式は許されないとしているの
で, 現在のところ, インカメラ審理方式を許容している文書提出命令を
求める方が, 妥当な結論を得ることができる｡
(31) 東京高判平22年11月11日 LEX /DB25464098は, 住民訴訟を提起して
いる原告の情報公開非開示決定の取消訴訟を棄却した東京地判平22年４
月28日 LEX /DB25464215を取消した｡ すなわち, 東京高判平22年11月
11日は, ｢当該訴訟の対象とされ, あるいは対象とされることが予想さ
れる行政上の行為の適正を保持するために作成され, 取得された情報が,
……直ちに 『争訟に関する情報』｣ でないとした｡ その根拠として, 情
報公開決定如何につき, 請求者の属性や実質的理由等個別事情は考慮さ
れてはならないし, 訴訟提起を理由に非開示決定を行うことは, ｢区民
の知る権利を保障するとともに, 区が区政に関し区民に説明する｣ 責任
を全うする情報公開条例の趣旨に反する, という｡
(32) 全国市民オンブズマンの政務調査費特設ホームページ (http :// www.
ombudsman.jp / seimu.html) には, 住民監査請求に対して, 監査委員が
返還を勧告した多くの事例, 並びに ｢包括外部監査｣ ｢随時・定期監査｣
及び ｢市長要求監査｣ で使途基準違反が指摘された事例が列挙されてい
る｡
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